
第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

1 1 17 基幹産業「農業」の強化
多様な担い手の育成・確
保

　農業後継者団体の活動
支援や、認定農業者、新
規就農者等の担い手の育
成・確保、女性・高齢者
等の多様な担い手への支
援を通じ、収益性が高く
安定的な農業経営の確立
と地域農業の維持確保を
図ります。

・担い手育成関連業務
・農地流動化対策及び認定農業
者関連業務
・法人化等組織の担い手支援

○青年就農給付金交付事業
４５歳までの新規就農者に、
最長５年間、１年間に最大１
５０万円（夫婦型の場合２２
５万円）を給付し、就農後間
もない経営の不安定な時期を
支え、就農定着促進を図る。
・平成２９年度対象者･･･１３
名（うち夫婦型１０名）
○認定農業者の会等農業者団
体への支援
○農地中間管理事業　　２件
２０筆　２．０ｈａ
○法人化支援：農事組合法人
ひかた（平成２９年９月設
立）　農業組合法人　平方
（平成２９年１０月設立）

○青年就農給付金交付事業
４５歳までの新規就農者に、
最長５年間、１年間に最大１
５０万円（夫婦型の場合２２
５万円）を給付し、就農後間
もない経営の不安定な時期を
支え、就農定着促進を図る。
・平成３０年度対象者･･･１５
名（うち夫婦型１２名）
○認定農業者の会等農業者団
体への支援
○農地中間管理事業　　２件
２１１筆　３７．７ｈａ
〇担い手（組織）農地集積活
動支援：農事組合法人　御原
グリーン（平成２５年１月設
立）

今後も同様の取組で支援して
いく。

○農業次世代人材投資
事業
４５歳までの新規就農
者に、最長５年間、１
年間に最大１５０万円
（夫婦型の場合２２５
万円）を給付し、就農
後間もない経営の不安
定な時期を支え、就農
定着促進を図る。
・令和元年度対象･･･
１５名（うち夫婦型１
２名）
○認定農業者の会等農
業者団体への支援

○農地中間管理事業
要望者がいなかったた
め
〇担い手（組織）支援
要望者がいなかったた
め

農業振興課

2 1 17 基幹産業「農業」の強化 農村環境の整備推進

　老朽化している農業用
施設の維持・改修や、農
村環境の整備を進めま
す。

・農業生産基盤の整備 農業生産基盤の整備を推進す
るため農業用施設を計画的に
更新し、施設の有効活用、長
寿命化を図るとともに、自然
災害に対する防災対策とし
て、ため池や堰の改修を計画
的に進めていく。
○県営両筑平野かんがい排水
事業～Ｈ29までの進捗率5.5％
○県営ため池等整備事業（影
堤地区、組坂地区、花立地
区）
○稲吉地区河川応急対策事業
○県営農業水利施設保全合理
化事業（味坂第２）　揚水機
３ヶ所

農業生産基盤の整備を推進す
るため農業用施設を計画的に
更新し、施設の有効活用、長
寿命化を図るとともに、自然
災害に対する防災対策とし
て、ため池や堰の改修を計画
的に進めていく。
○県営両筑平野かんがい排水
事業～Ｈ30までの進捗率
10.3％
○県営ため池等整備事業（影
堤地区、組坂地区、花立地
区）
○稲吉地区河川応急対策事業
○県営農業水利施設保全合理
化事業（味坂第２）　揚水機
1ヶ所

継続事業について事業進捗の
向上を図る。
○県営両筑平野かんがい排水
事業～Ｈ31までの進捗目標
13.5％
○県営ため池等整備事業（花
立地区、影堤地区、組坂地
区）
○稲吉地区河川応急対策事業
○津古地区河川応急対策事業
○県営農業水利施設保全合理
化事業（味坂第２）　揚水機
２ヶ所
○暗渠排水事業

継続事業について事業
進捗の向上を図った。
○県営両筑平野かんが
い排水事業～R1までの
進捗目標　14.0％
○県営ため池等整備事
業（花立地区、影堤地
区、組坂地区）
○稲吉地区河川応急対
策事業
○津古地区河川応急対
策事業
○県営農業水利施設保
全合理化事業（味坂第
２）　揚水機２ヶ所
○暗渠排水事業

農業振興課

3 1 17 基幹産業「農業」の強化
環境に配慮した農業生産
の推進

　自然環境の保全と環境
負荷軽減をめざし、環境
に配慮した農業生産を推
進します。

・多面的機能支払交付金
・環境保全型農業直接支払交付
金

○多面的機能支払交付金
地域資源の保全管理を地域で
支え、農業・農村が有する多
面的機能の維持・発揮を支え
る地域の共同活動を支援す
る。平成29年度は、27組織に
おいて活動を行った。
○環境保全型農業直接支払交
付金
農業の持続的発展と農業の有
する多面的機能の健全な発揮
を図るために、地球温暖化防
止や生物多様性保全に効果の
高い営農活動に対して支援を
行う。
【取組み】４組織に交付

○多面的機能支払交付金
平成30年度について、継続し
て事業に取り組む27組織につ
いて支援を行ってきた。研修
会を開催することにより各組
織において留意点の周知を
行ってきた。
○環境保全型農業直接支払交
付金
農業の持続的発展と農業の有
する多面的機能の健全な発揮
を図るために、地球温暖化防
止や生物多様性保全に効果の
高い営農活動に対して支援を
行う。
【取組み】３組織交付

○多面的機能支払交付金
令和元年度より5ヶ年計画に基
づき、新たに取組む25組織に
ついて引き続き支援を行うと
ともに研修会を通して法改正
等の情報提供を行っていく。
○環境保全型農業直接支払交
付金
【取組み】３組織交付予定

○多面的機能支払交付
金
令和元年度より5ヶ年
計画に基づき、新たに
取組む25組織について
引き続き支援を行うと
ともに研修会を通して
法改正等の情報提供を
行った。
○環境保全型農業直接
支払交付金
【取組み】３組織交付

農業振興課
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4 1 17 基幹産業「農業」の強化
収益性が高く安定的な農
業経営の確立と地域農業
の維持確保

　生産の安定化、高品質
化などの栽培技術の改善
を図るため、高能率機会
の導入などにより省力化
を進めるとともに、低コ
ストで消費者ニーズに
そった、商品性の高い農
産品づくりを促し、農家
所得の安定確保を図りま
す。

・園芸産地育成関連業務
・農業振興対策事業
・畜産振興対策事業

○園芸産地育成関連業務
□産地パワーアップ事業
（国）：ＴＰＰ対策事業。本
市については、園芸（葉物野
菜）に適用
・9件（ミズナ、小松菜）
□活力ある高収益事業（県）
・8件（ミズナ・小松菜・きゅ
うり）
□小郡市園芸施設等整備事業
（市）
・10件（加温機・移植機・園
芸用トラクター等）

○畜産振興対策事業
畜産農家を支援する事業。
【取組み】畜産農家２名（飼
料用機械等）

○水田農業担い手機械導入支
援事業
　効率的・安定的な農業経営
及び競争力のある土地利用型
農業の確立並びに市民が求め
る安全で安心な米・麦・大豆
等の生産性の向上、販売促進
等を図る事業。
認定農業者３件（トラクター
２台、乗用管理機１台）

○園芸産地育成関連業務
□産地パワーアップ事業
（国）：ＴＰＰ対策事業。本
市については、園芸（葉物野
菜）に適用
・4件（ミズナ、小松菜、ホウ
レン草）
□活力ある高収益事業（県）
・8件（ミズナ、小松菜、チン
ゲン菜、ブロッコリー、いち
ご）
□小郡市園芸施設等整備事業
（市）
・13件（加温機・移植機・園
芸用トラクター等）

○畜産振興対策事業
畜産農家を支援する事業。
【取組み】畜産農家３名（飼
料用機械等）

○水田農業担い手機械導入支
援事業
　効率的・安定的な農業経営
及び競争力のある土地利用型
農業の確立並びに市民が求め
る安全で安心な米・麦・大豆
等の生産性の向上、販売促進
等を図る事業。
認定農業者１件（コンバイン
１台）

今後も同様に、支援を行って
いく。

○園芸産地育成関連業
務
□産地パワーアップ事
業（国）：ＴＰＰ対策
事業。本市について
は、園芸（葉物野菜）
に適用
・4件（ミズナ、小松
菜、ホウレン草）
□活力ある高収益事業
（県）
・8件（ミズナ、小松
菜、チンゲン菜、ブ
ロッコリー、いちご）
□小郡市園芸施設等整
備事業（市）
・13件（加温機・移植
機・園芸用トラクター
等）
○畜産振興対策事業
畜産農家を支援する事
業。
【取組み】畜産農家１
名（飼料用機械等）

○水田農業担い手機械
導入支援事業
　効率的・安定的な農
業経営及び競争力のあ
る土地利用型農業の確
立並びに市民が求める
安全で安心な米・麦・
大豆等の生産性の向
上、販売促進等を図る
事業。
認定農業者５件（トラ
クター１台、コンバイ
ン４台）

農業振興課

5 1 18 基幹産業「農業」の強化 地産地消の推進

　地元農産物の域内での
流通及び消費を促進して
いきます。
　そのために、市内小中
学校の学校給食への地元
農産物の供給の充実を図
る一方、地元農産物を積
極的に使用する飲食店の
普及をめざします。
　また、既存の直売所の
一層の充実を検討してい
くとともに、地域振興の
拠点となる魅力ある直売
所の設置等に向け、関係
団体、関係機関等と協議
を進めていきます。

・小郡市「食と農」推進協議会
の推進
・地産地消応援店舗支援制度の
確立
・農産物直売所検討会の設置

〇小郡市「食と農」推進協議
会の推進
①「招待給食」の実施（生産
者と教育現場との交流）
②オリジナル給食献立づくり
（生産者との共同開発）
〇地産地消を応援する店舗
「小郡市農業応援の店」のぼ
りの作成
〇食と農をむすぶ取り組みの
推進
①認定農業者の会「消費者交
流会」及び「収穫祭」企画・
開催
②「食」と「農」を考える講
演会開催
〇地元産農産物の情報発信
（イベントでの出店等）
①福岡久留米館における農産
物PR
②あすてらすフェスタにおけ
る環境保全米PR

〇小郡市「食と農」推進協議
会の推進
オリジナル給食献立づくり
（生産者との共同開発）
〇食と農をむすぶ取り組みの
推進
認定農業者の会「消費者交流
会」及び「収穫祭」企画・開
催
〇学校給食自給率の向上を促
進

〇地元産農産物の情報発信及
びブランド化
小郡市農産物等特産品化事業
費補助金を用いた特産品化の
取組（七夕枝豆、キヨミドリ
等）への支援

〇小郡市「食と農」推進協議
会の推進
〇農産物直売所に関する検討
〇食と農をむすぶ取組の推進
〇学校給食自給率の向上を促
進
〇地元産農産物の情報発信及
びブランド化

〇小郡市「食と農」推
進協議会の推進
〇農産物直売所に関す
る検討
〇食と農をむすぶ取組
の推進
〇学校給食自給率の向
上を促進
〇地元産農産物の情報
発信及びブランド化
小郡市農産物等特産品
化事業費補助金を用い
た特産品化の取組
（「七夕枝豆」、「恋
する甘酒」）への支援 農業振興課

6 1 18 基幹産業「農業」の強化
地元産農産物の信頼の確
保

　安全で安心できる農産
物の流通を促進するた
め、新鮮で安全・安心な
小郡産であることを示す
取組みを検討します。

・農産物安全・安心マークの作
成及び普及事業

〇農産物安全・安心マークに
関する福岡県との協議

小郡市食料・農業・農村基本
計画（後期基本計画）におい
て、再検討を図る。

○小郡市食料・農業・
農村政策審議会にて、
再検討について提案し
た。

農業振興課
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7 1 18 基幹産業「農業」の強化
産地銘柄の確立（ブラン
ド化）と６次産業化の促
進

　農業・農村が持つ資源
に新たな付加価値をもた
らすために、ブランド化
や農商工連携、６次産業
の推進をめざします。

・６次産業化推進協議会の設立
・農産物ブランド化促進協議会
の設立
・女性農業者の活躍支援事業

○６次産業化の推進
女性農林漁業者の活躍促進事
業（商品改良支援事業）を活
用して既存商品の改良につい
て支援する。
○農商工連携の推進
①七夕枝豆を広める会の支援
②キヨミドリ（青大豆）の枝
豆プロジェクト及びJAとの連
携
③環境保全米による米粉作成
に関して、生産者との連携を
図る

○６次産業化の推進
地域おこし協力隊による、六
次化推進のための周知・啓発
活動
◯農商工連携の推進
小郡市農産物等特産品化事業
費補助金を用いた特産品化の
取組（七夕枝豆、キヨミドリ
等）への支援
○地域おこし協力隊による農
産物の特産品化
①地域おこし協力隊による、
特産品の創出のための周知・
啓発活動
②農業者と事業者をつなぎ合
わせ、農産物のＢ品を用いた
加工品（ジャム等）を開発。

○６次産業化の推進
○農商工連携の推進

○６次産業化の推進
①キヨミドリを用いた
加工品（ジェラート）
の開発・試験販売。
②地域おこし協力隊に
よる、六次化推進のた
めの周知・啓発活動。
◯農商工連携の推進
小郡市農産物等特産品
化事業費補助金を用い
た特産品化の取組
（「七夕枝豆」、「恋
する甘酒」）への支援

農業振興課

8 1 19
企業誘致による雇用の確
保

企業誘致の推進

　筑後小郡インターチェ
ンジ周辺及び鳥栖ジャン
クション周辺をはじめと
する工業誘導地区での企
業誘致を推進し、新たな
雇用の場の創出を図りま
す。
　また、本社機能の誘致
及びオフィス系企業の誘
致を検討・推進します。

・工業団地整備事業
・民間開発による企業立地の支
援
・本社機能の誘致
・オフィス系企業の誘致

〇干潟第２工業団地への企業
誘致
〇民間開発支援

〇民間開発支援
〇幅広い分野における企業誘
致として、企業誘致推進本部
会議及び土地利用調整会議に
て、商業施設誘致に係る協議
を開始した。

〇工場適地調査を活用した
オーダーメード及び民間開発
に係る誘導及び支援を行う。
また、幅広い分野における企
業誘致を推進する。

○民間開発支援
○幅広い分野における
企業誘致として、商業
施設誘致の検討会議等
を開催した。
〇市内企業の事業活性
化・市外流出防止を図
るため、工場立地法地
域準則条例を制定し
た。

商工・企業立地課

9 1 19
企業誘致による雇用の確
保

国家戦略特区指定

　佐賀県鳥栖市、基山町
と共同提案している国家
戦略特区（地方創生特
区）の指定をめざし、鳥
栖ジャンクション周辺で
の環境整備を進めます。

・下町・西福童１６号線整備事
業
・甘木鉄道新駅設置の促進

○下町・西福童１６号線（３
期）について、未買収箇所の
用地交渉（任意交渉）を行っ
た。また、土地収用法に基づ
く手続きを並行して行った。
○下町・西福童１６号線（４
期）について、５００号線か
ら北へ約３００m区間の道路詳
細設計及び用地測量を実施。

〇甘木鉄道で中長期計画を策
定しており、その中で新駅構
想について記載された。

○下町・西福童１６号線（３
期）について、未買収箇所の
内１件の契約が完了。また、
残り１件は、土地収用法に基
づく裁決申請を実施。（手続
き継続中）
○下町・西福童１６号線（４
期）について、５００号線か
ら北へ約３００m区間の物件調
査（補償費算定）、土地評価
（土地価格算定）を実施。

〇甘木鉄道新駅設置の促進
甘木鉄道で策定している中長
期計画の新駅構想の位置付け
に基づき、関係団体と中長期
的な事業として確認を行っ
た。

○下町・西福童１６号線（３
期）について、H３０年度買収
箇所の道路工事を行う。ま
た、未買収箇所については、
土地収用法に基づく手続きを
進め、用地取得を行い道路工
事を行う。
○下町・西福童１６号線（４
期）について、５００号線か
ら北へ約３００m区間の一部の
用地補償を行う。

〇甘木鉄道新駅設置の協議

○下町・西福童１６号
線（３期）について、
H３０年度買収箇所の
道路工事が完了し、供
用開始を行った。な
お、未買収箇所につい
ては、土地収用法に基
づく手続きを進め、裁
決がなされた。
裁決日：R2.1.17
用地取得(予定)：
R2.4.17
○下町・西福童１６号
線（４期）について、
５００号線から北へ約
３００m区間の一部の
用地補償を実施。
〇甘木鉄道新駅設置の
協議

未買収箇所について
は、土地収用法に基づ
く手続きを進め、R1.8
頃を裁決予定としてい
たが、関係者52名の中
に手続き中に亡くなら
れた方がおり、新たな
相続人を権利者として
手続きを改める必要が
生じた事により遅延し
た。なお、R1未実施の
所有権移転および工事
はR2年度実施予定。

経営戦略課
道路建設課

10 1 20 市内商業の活性化 商業経営の育成

　研修会や講習会の充実
を図ることにより、時代
のニーズに対応できる経
営者の育成を行い、経営
基盤の強化及び新たな事
業の展開を図ります。

・研修会及び講習会の支援
・融資制度の拡充

〇商工会主催の創業セミ
ナー、創業塾実施に関して、
支援を行った。

〇商工会主催の創業セミ
ナー、創業塾実施に関して、
支援を行った。
〇商工会や市内金融機関と連
携し、市融資制度及び保証料
補給規程の活用によって市内
の中小企業者の支援を行っ
た。

〇継続的に商工会主催の創業
セミナー、創業塾実施に関し
て、支援を実施する予定。
〇経営基盤の強化等を図る事
業者に対し、商工会や市内金
融機関と連携し、市融資制度
及び保証料補給規程の活用等
によって支援を実施する予
定。

〇商工会主催の創業セ
ミナー、創業塾実施に
関して、支援を行っ
た。
〇経営基盤の強化等を
図る事業者に対し、商
工会や市内金融機関と
連携し、市融資制度及
び保証料補給制度の活
用等によって市内中小
企業者の支援を行っ
た。

商工・企業立地課

11 1 20 市内商業の活性化 創業者の創出

　本市の活力につながる
創業者を創出するため、
創業支援事業計画に基づ
き、相談窓口の設置など
の創業支援事業に取り組
みます。

・創業支援者のワンストップ窓
口の設置
・創業支援に関する情報提供
（市のホームページ及び広報等
への掲載等）
・商業支援関係機関との連携及
び支援の強化

〇創業支援の取り組み強化の
一環として、平成２９年度は
小郡市創業者支援事業補助金
を新設した。

〇市・商工会・日本政策金融
公庫と連携し、創業相談、創
業塾等を実施した。
〇市として、「新規創業資金
等借入者利子補給補助金」及
び「創業者支援事業補助金」
の二つの制度によって、商工
会等と連携して新規創業者の
支援を行った。

〇創業支援事業計画に基づ
き、市・商工会・日本政策金
融公庫で連携し、創業相談、
創業塾等を実施する予定。
市においては、現行の補助金
制度をより市内の商業活性化
につながるものとするため
に、見直し・検討を行う。

〇創業支援等事業計画
に基づき、市・商工
会・日本政策金融公庫
で連携し、創業相談、
創業塾等を実施した。
○市として、新規創業
資金等借入者利子補給
補助制度及び創業者支
援事業補助制度によ
り、商工会等と連携し
て新規創業者の支援を
行った。

商工・企業立地課
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12 1 20 市内商業の活性化
魅力のある商業環境の整
備及び商業活性化事業の
支援

　本市の商業活性化を図
るため、現況及び課題を
踏まえながら、魅力ある
商業環境の整備を行うと
ともに、商業活性化事業
の支援を行います。

・商業活性化計画策定
・まちの元気再発見推進事業
・プレミアム付商品券発行事業

〇まちの元気再発見推進事
業、プレミアム付商品券発行
事業等の各種事業に対して支
援を行っていくとともに、商
業活性化計画をふまえ駅前の
商業活性化ワーキング会議に
よる取り組みを開始した。

〇まちの元気再発見推進事
業、プレミアム付商品券発行
事業等の各種事業に対して支
援を行った。
〇商業活性化ワーキング会議
で発案された駅前活性化イベ
ントとして、「おごおりみん
なのマルシェ」を開催した。

〇継続的にまちの元気再発見
推進事業、プレミアム付商品
券発行事業等の各種事業に対
して支援を行っていく予定。
〇商業活性化ワーキング会議
終了後も、商業活性化計画に
基づき、駅前地域の振興策の
検討や活性化に取り組む団体
に対する支援等を行っていく
予定。

〇まちの元気再発見推
進事業、プレミアム付
商品券発行事業等の各
種事業に対して支援を
行った。
〇商業活性化計画に基
づき、小郡駅前地域の
回遊性向上のためのイ
ベントを計画した。ま
た、産学官連携によ
り、小郡駅前地域の活
性化策の検討を行っ
た。

商工・企業立地課

13 2 21
誰もが住みたくなるま
ち・おごおりのＰＲ

移住・定住の促進

　豊かな自然、交通利便
性の高さ、恵まれた子育
て環境や住環境など、本
市の強みである暮らしや
すさのＰＲに努め、移
住・定住の促進を図りま
す。
　また、本市に適した移
住支援施策の調査・検討
を進めます。

・移住・定住イベントへの出展
・全国移住ナビ等を活用した情
報発信の強化
・ふるさと納税の推進

〇移住・定住イベントへの出
展
〇全国移住ナビ等を活用した
情報発信の強化
〇地方創生推進交付金を活用
した小郡市紹介写真集等（パ
ンフ改訂、ブースのグッズ等
含む）の制作
〇定住促進に係る広告の掲載
〇ふるさと納税記念品の拡
充、使途の検討

〇都市圏（東京・大阪）での
移住・定住イベントへの出展
（年間３件）
〇移住・定住サイトでの情報
発信。
〇地方創生推進交付金を活用
した移住体験ツアー等の実施
〇ふるさと納税記念品の拡
充、使途の公表
〇首都圏におけるふるさと納
税のPR

〇移住・定住イベントへの出
展
〇首都圏、福岡都市圏での定
住促進プロモーション
〇首都圏のアンテナショップ
等を活用した情報発信の強化
(R1.7まで)
〇ふるさと納税寄附額増加に
向けた取り組み（使途の公表
等）

〇福岡都市圏での移
住・定住イベントへの
参加（来場者21名）
〇ふるさと納税寄附額
増加に向けた取り組み
（使途の公表等）

〇アンテナショップ閉
館や新型コロナウイル
ス感染症の影響によ
り、首都圏での情報発
信ができなかった。

経営戦略課

14 2 22
「新・七夕伝説・おごお
り」を活かした観光振興

観光振興ＰＲ事業の推進
及び組織の連携

　魅力ある小郡市を形成
し観光客を誘致するため
に、年間を通した観光イ
ベントの創出を図りま
す。さらに、観光イベン
トを活用し、観光パンフ
レット、マスメディアな
どによるＰＲ活動を積極
的に進めます。
　また、一般社団法人小
郡市観光協会や商工会な
どの組織との連携を図り
ながら、より一層の観光
事業の推進を行います。

・観光協会の体制強化
・各種イベントの実施
・情報発信の拡充

〇オータムフェスタにおいて
は小郡フリーマーケット七夕
市と同時開催を行い、ウォー
キングイベントにおいては西
鉄レール＆ハイクと連携し、
西鉄電車と連携して婚活イベ
ントを開催する等、各種事業
者と協力して観光振興に取り
組んだ。
また、クリスマス・バレンタ
インシーズンにおいては、商
工会青年部が行う駅前イルミ
ネーションと連携して恋人の
聖地のPRに取り組んだ。

○観光協会と協力し各種イベ
ントを実施した。西鉄の
「レール＆ハイク」との共催
で実施したウォーキングイベ
ントや商工会や飲食店組合、
菓子組合等の協力によるオー
タムフェスタの開催など観光
振興に取り組んだほか、市内
外のイベントに出店し観光PR
を行った。
また、米粉など地元の農作物
の加工による特産品開発に取
り組んだ。

〇一般社団法人小郡市観光協
会の体制強化を図り連携して
情報発信を行うとともに、各
種団体や事業者と連携してイ
ベントを開催し、本市のPRを
すすめる。また、観光協会や
商工会、ＪＡなどと連携した
特産品等の推進に取り組む。

観光協会と共催した
オータムフェスタで
は、商工会、飲食店組
合、菓子組合などの協
力により、スイーツと
食を通した本市のPRが
できた。
また、グランドクロス
観光部会において、県
外の方や外国人が多く
集まる「熊本お城祭
り」を利用し、観光PR
やアンケートの徴取に
取り組んだ。

商工・企業立地課

15 2 22
「新・七夕伝説・おごお
り」を活かした観光振興

観光資源及び地域資源の
活用

　本市の観光資源及び地
域資源の更なる活用を行
うとともに、観光の柱の
ひとつとなる、「恋人の
聖地」としての新たな事
業展開を行い、スポット
の整備及び協力店の形成
などの環境整備に努めま
す。

・ＰＲキャラクターの活用
・「恋人の聖地」スポットの整
備事業
・「恋人の聖地」協力店形成の
推進
・地域資源の活用（将軍藤・ポ
ピー・桜・花立山など）

〇平成29年度は、新・七夕伝
説及び恋愛成就キャラクター
を活用した観光PR行い、恋人
の聖地スポットへの観光案内
板を設置、PRイベントを行っ
た。

○市内外のイベント等への
キャラクターの出演などによ
る観光PRを行った。また地域
おこし協力隊を採用し、新た
な視点での小郡市の魅力の発
信など新たな地域資源の発掘
及び既存の観光資源のブラッ
シュアップに取り組んだ。

〇恋人の聖地である七夕神社
とその周辺スポットのほか、
既存の観光資源を活用した観
光事業に取り組み、地域おこ
し協力隊による新たな地域資
源の発掘・活用や既存の資源
のブラッシュアップに取り組
む。
さらに、「七夕」の地域ブラ
ンドの確立に向けた取り組み
（七夕プロジェクト）を推進
する。

〇七夕プロジェクト事
業として、７，８月を
七夕月間と設定し、そ
の期間のイベントを共
通のロゴマークを使っ
てPRした。
また、地域おこし協力
隊を中心に”短冊ロー
ド””七夕スカイラン
タン”のイベントを実
施し、「七夕」のイ
メージ定着を図った。

商工・企業立地課

16 2 23
安心して暮らせる住まい
の整備

民間住宅開発の推進

　西鉄三国が丘駅駅前広
場の整備をはじめ、民間
による住宅開発の推進
や、既存団地の住環境の
整備に努めます。

・西鉄三国が丘駅駅前広場整備
事業
・西鉄三沢駅南道路整備事業
・西鉄端間駅周辺地区整備事業

〇西鉄端間駅西口の駅前広場
整備事業。用地買収および物
件（墳墓）移転補償、用地買
収に関わる字図訂正、不在者
財産管理

〇用地買収及び物件移転補償
〇道路整備工事
　・自由勾配側溝
　・L型擁壁　L＝19.5ｍ
〇西鉄三沢駅南道路整備事業
用地買収、物件移転補償2件、
道路工事施工（W4m道路
L=40m）

〇用地買収、道路整備工事 〇小郡・東福童3578号
線整備事業
・用地買収 1件
・道路整備工事
・擁壁工事 L=6m
・排水工事 L=65.2m
・路側工事 L=89.1m
・境界杭復元 9本
〇小郡・東福童3077号
線整備事業
・測量設計
〇西鉄三沢駅南道路整
備事業
物件移転補償1件

まちづくり推進課
建設管理課
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17 2 23
安心して暮らせる住まい
の整備

居住環境の向上

　公園や広場等の憩いの
場や、道路・橋梁・下水
道等の都市基盤の整備に
より、住宅地の居住環境
の維持・向上を図りま
す。
　また、自然景観や歴史
景観の保全に取り組みま
す。

・ふれあい広場整備事業
・団地側溝整備事業
・公園施設長寿命化対策事業
・道路橋梁長寿命化修繕事業
・公共下水道の整備促進
・景観計画の策定

〇公園施設長寿命化計画を策
定した。
〇道路橋梁長寿命化修繕事業
・前年度に引き続き、90橋の
橋梁点検、4橋の補修工事
〇公共下水道の整備促進
・認可区域を拡大
・主に井上区、松崎区、上岩
田区、下西区及び八坂区のそ
れぞれ一部地域について下水
道工事を実施し、整備面積を
16.2ha拡大した。
〇平成２９年９月　景観計画
の策定
〇屋外広告物ルールの検討

○公共下水道の整備促進
・主に、立石区、井上区、上
岩田区、松崎区、今隈区、下
西区及び八坂区のそれぞれ一
部地域について下水道工事を
実施し、整備面積を20.2ha拡
大した。

〇道路橋梁長寿命化修繕事業
・189橋の点検、6橋の補修工
事、2橋の補修設計

〇景観条例施行（平成30.7)に
より、更なる良好な景観形成
を目指す取組へ繋がった。

〇公園施設長寿命化計画に基
づき、遊具等の更新を行う。
〇道路橋梁長寿命化修繕事業
・補修設計、点検・工事
〇公共下水道の整備促進
・立石区、井上区、今隈区、
光行区、下西区及び八坂区の
それぞれ一部地域について、
下水道工事を実施する予定。
〇景観に関する市民啓発事業
として、広報等に周知及び地
域資源・観光資源の活用を行
いながら、本市の更なる良好
な景観形成を進めていく。

〇城山公園
・遊具更新 9基

〇道路橋梁長寿命化修
繕事業
・６８橋の橋梁点検、
８橋の補修設計、３橋
の補修工事

○公共下水道の整備促
進
・主に、立石区、井上
区、今隈区、下西区及
び八坂区のそれぞれ一
部地域について下水道
工事を実施し、整備面
積を13.0ha拡大した。

〇景観計画の策定によ
り、屋外広告物条例を
令和元年6月に制定す
し、市の良好な景観の
積極的な保全・形成、
風致の維持を図った。

○公共下水道の整備促
進
・光行区の下水道工事
を予定していたが、別
の地区で大きな工事変
更があり、予算が確保
できなかった。

まちづくり推進課
建設管理課
下水道課
都市計画課

18 2 24 空き家の対策と活用
空き家の適正な管理及び
空き家バンク設置

　地域コミュニティと連
携し、管理不全の空き家
の把握に努め、所有者等
の適正な管理を指導する
とともに、必要に応じて
空き家の除去や利活用の
対策を推進します。

・空き家実態調査の実施
・空き家等に関するデータベー
スの整備
・空き家バンク設置の推進

○空き家実態調査における調
査不能箇所の現地調査を実施
した。
○空き家の所有者等へのアン
ケート調査を実施した（調査
対象335件　回答数198件）。
〇福岡県宅建協会（久留米宅
地建物取引業協同組合）との
協定締結（H30.2.22）。空き
家相談窓口を設置。バンク制
度導入のための要綱策定のた
めの調整。他市町導入済にお
ける課題点（農地の取扱い）
に関して検証。

〇空き家バンク制度導入。
〇空き家相談会を開催。（関
係する専門家の協力のもと）
〇農地付き空き家に関する農
業委員会との調整を実施。方
向性の確認。

〇市民から苦情が寄せられた
１３件の空家所有者に対し
て、文書にて適正に管理する
よう依頼した。

○必要に応じて、管理不全な
空き家の所有者へ適正管理の
依頼
〇空き家バンクに伴う補助金
制度の設置。

〇空き家バンクに伴う
補助金制度の設置

〇市民から苦情が寄せ
られた９件の空家所有
者に対して、文書にて
適正に管理するよう依
頼した。

都市計画課
防災安全課

19 2 25
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

スポーツ・レクリエー
ション活動の充実

　市民が生涯にわたって
スポーツに親しむと同時
に、スポーツ・レクリ
エーション活動を通じた
地域・住民の交流を促進
するため、各種スポーツ
事業の内容充実を図りま
す。

・福岡小郡ハーフマラソン大会
・クロスロードスポーツレクリ
エーション祭
・市民ふれあい運動会
・ウエスタン・リーグ公式戦

〇福岡小郡ハーフマラソン大
会
〇クロスロードスポーツレク
リエーション祭（開催地：久
留米市）
〇市民ふれあい運動会
〇ウエスタン・リーグ公式戦

〇福岡小郡ハーフマラソン大
会
〇クロスロードスポーツレク
リエーション祭（開催地：基
山町）
〇ウエスタン・リーグ公式戦

〇福岡小郡ハーフマラソン大
会
〇クロスロードスポーツレク
リエーション祭（開催地：小
郡市）
〇市民ふれあい運動会
〇ウエスタン・リーグ公式戦

〇福岡小郡ハーフマラ
ソン大会　(中止）
〇クロスロードスポー
ツレクリエーション祭
（開催地：小郡市）
〇市民ふれあい運動会
〇ウエスタン・リーグ
公式戦

○福岡小郡ハーフマラ
ソンについて
新型コロナウイルスの
感染拡大防止の観点か
ら中止の判断をおこ
なった スポーツ振興課

20 2 25
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

スポーツ環境の整備・充
実

　市民が安全にスポーツ
を行える環境を整備しま
す。

・運動公園スポーツ施設リ
ニューアル事業
・総合体育館建設の推進

〇「総合体育館建設の推進」
として、「小郡市新総合体育
館建設実施プラン検討委員
会」を設立し、検討を開始し
た。
〇野球場整備機械（転圧ロー
ラー）購入
〇陸上競技場インフィールド
改修工事

〇「小郡市新総合体育館建設
実施プラン検討委員会」を開
催し、建設実施プランの中間
報告を行った
〇棒高跳用マット購入
〇体育館アリーナ床改修工事
〇陸上競技場二種公認検定

〇総合体育館建設の推進に向
けては、庁内の検討委員会の
中で、他の施設も含め、起債
や補助金、候補地等の検討を
進め、できる限り早期に一定
の結論を出す。

○運動公園多目的広場
防球ネット増設

〇新総合体育館建設に
ついては令和元年５月
に策定された緊急財政
対策計画において令和
４年度までは、すぐに
建設着手できない状況
となったから

スポーツ振興課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】
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できなかった場合はその理由 担当課

21 2 26
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

文化財の保護・活用

　文化財を観光や生涯学
習に役立てられる環境づ
くりを進めます。
　松崎地区においては、
旅籠油屋等の歴史的資源
を中心としたまちづくり
を進め、景観協定の締結
等を通じて地域の活性化
を図ります。

・市内古建築整備事業
・松崎地区の活性化（景観協定
の締結、街なか環境整備事業）
・九州歴史資料館との連携

○市内古建築整備事業
・旧松崎旅籠油屋の復原工事
を継続実施（4ヶ年事業の3年
目）
・平田家住宅の座敷改修工事
の実施及び用地・建造物の一
部公有化（379.39㎡、建造物5
棟）、全10回の伝統文化及び
体験講座の開催
〇「景観形成重点地区」にお
いて、更なる景観形成に繋が
る屋外広告物のルールの検討
を行った。
○九州歴史資料館との連携
・小学校との歴史学習支援の
実施（5校310人対応）

○市内古建築整備事業
・旧松崎旅籠油屋の復原工事
が完了（4ヶ年事業の4年目）
・平田家住宅の用地一部公有
化（168.42㎡）及び、全13回
の伝統文化及び体験講座の開
催
○九州歴史資料館との連携
・小学校との歴史学習支援の
実施（5校538人対応）

〇景観条例施行（平成30.7)に
伴い、市の広報誌（6月1号)
に、小郡市の景観計画の概要
及び条例施行に伴う届出内容
の掲載を行った。（P２～５)
〇第１２回福岡県景観大会～
ふくおか景観フェスタ等、景
観に関する取組みを行った。
（福岡県・美しいまちづくり
協議会)

○市内古建築整備事業
・平田家住宅の用地・建造物
の公有化を行う（平成31年度
で公有化完了見込み）。ま
た、伝統文化及び体験講座の
開催を行う（平成32年度まで
実施予定）。
○九州歴史資料館との連携
・九州歴史資料館と連携し
た、小学校への歴史学習支援
を実施する。

〇屋外広告物条例を令
和元年6月に制定し、
景観計画における景観
形成重点地区である松
崎地区を第1種禁止区
域とすることで歴史的
資源の保全と、それに
調和した景観づくりを
図った。

○市内古建築整備事業
・平田家住宅の用地と
建造物の公有化が完
了。
・平田家住宅の座敷・
数寄屋・庭園を会場
に、全12回の伝統文化
及び体験講座を開催
○九州歴史資料館との
連携
・小学校を対象に、歴
史学習支援を連携して
実施（3校361人）。
・九州歴史資料館が実
施する「博物館こども
古代体験推進事業」へ
の協力（委員会3回、
古代体験まつり1
回）。

文化財課
都市計画課

22 2 26
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

読書環境の整備・充実

　「読書のまちづくり」
日本一を目指して、資料
の充実はもとより移動図
書館車の巡回、図書の宅
配サービス、ブックス
タートなど、市民が利用
しやすい読書環境の整
備・充実を行います。

・ブックスタート事業
・「子ども読書」の街づくり推
進事業
・野田宇太郎文学資料館の資料
電子化事業
・図書館コンピューターシステ
ムを活用した資料提供サービス
の向上と情報公開の推進

〇移動図書館の巡回（24か
所、月２回程度）
〇宅配サービス（高齢者・身
障者等）
〇ブックスタート事業
①10か月健診時に絵本の紹介
をしながら、絵本等（ブック
スタートバック）を渡し、絵
本の読み方や読み聞かせの大
切さを説明
②ブックスタート追跡調査
アンケート調査
〇「子ども読書」の街づくり
推進事業
①モデル校を設定しての家読
の推進、家読ダイアリーの配
布
②読書啓発リーフレットの配
布
③POP制作講座の小中学校での
開催
⑤中学生読書活動サポーター
養成講座
〇野田宇太郎文学資料館の資
料電子化事業
①野田宇太郎資料館の資料
（本・資料・マイクロフィル
ム化されたデータなど）の電
子データ化
〇図書館コンピューターシス
テムを活用した資料提供サー
ビスの向上と情報公開の推進
①インターネット上での個人
の本棚（貸出履歴管理）機能
追加
②国立国会図書館のサービス
登録による住民へのデジタル
資料の提供など各種機能の充
実

〇移動図書館の巡回（24か
所、月２回程度）
〇宅配サービス（高齢者・身
障者等）
〇ブックスタート事業
①10か月健診時に絵本の紹介
をしながら、絵本等（ブック
スタートバック）を渡し、絵
本の読み方や読み聞かせの大
切さを説明
②ブックスタート追跡調査
アンケート調査
〇「子ども読書」の街づくり
推進事業

②読書啓発リーフレットの配
布
③POP制作講座の小中学校での
開催
〇野田宇太郎文学資料館の資
料電子化事業
①野田宇太郎資料館の資料
（本・資料・マイクロフィル
ム化されたデータなど）の電
子データ化
〇図書館コンピューターシス
テムを活用した資料提供サー
ビスの向上と情報公開の推進
①インターネット上での個人
の本棚（貸出履歴管理）機能
追加
②国立国会図書館のサービス
登録による住民へのデジタル
資料の提供など各種機能の充
実

〇移動図書館の巡回（24か
所、月２回程度）
〇宅配サービス（高齢者・身
障者等）
〇ブックスタート事業
①10か月健診時に絵本の紹介
をしながら、絵本等（ブック
スタートバック）を渡し、絵
本の読み方や読み聞かせの大
切さを説明
②ブックスタート追跡調査
アンケート調査
〇「子ども読書」の街づくり
推進事業
①読書啓発リーフレットの配
布
②POP制作講座の小中学校での
開催
〇野田宇太郎文学資料館の資
料電子化事業
①野田宇太郎資料館の資料
（本・資料・マイクロフィル
ム化されたデータなど）の電
子データ化
〇図書館コンピューターシス
テムを活用した資料提供サー
ビスの向上と情報公開の推進
①インターネット上での個人
の本棚（貸出履歴管理）機能
追加
②国立国会図書館のサービス
登録による住民へのデジタル
資料の提供など各種機能の充
実

〇移動図書館の巡回
（24か所、月２回程
度）
〇宅配サービス（高齢
者・身障者等）
〇ブックスタート事業
①10か月健診時に絵本
の紹介をしながら、絵
本等（ブックスタート
バック）を渡し、絵本
の読み方や読み聞かせ
の大切さを説明
②ブックスタート追跡
調査　アンケート調査
〇「子ども読書」の街
づくり推進事業
①読書啓発リーフレッ
トの配布
②POP制作講座の小中
学校での開催
〇野田宇太郎文学資料
館の資料電子化事業
①野田宇太郎資料館の
資料（本・資料・マイ
クロフィルム化された
データなど）の電子
データ化
〇図書館コンピュー
ターシステムを活用し
た資料提供サービスの
向上と情報公開の推進
①インターネット上で
の個人の本棚（貸出履
歴管理）機能追加
②国立国会図書館の
サービス登録による住
民へのデジタル資料の
提供など各種機能の充
実

「子ども読書」の街づ
くり推進事業に予定し
ていた講演会について
は新型コロナ感染防止
対策に伴い中止した。

図書課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

23 2 26
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

生涯学習活動の推進と芸
術文化の普及・振興

　市民一人ひとりが自己
実現を図り、生きがいや
心の豊かさをもって生活
ができるよう、イベント
の開催や学習機会を充実
します。

・小郡音楽祭
・市民文化祭
・各種講座の開催

〇毎年行っている事業や講座
のほか、２９年度は生涯学習
人材バンク体験講座を開催
し、人材バンク制度の周知を
図った。

〇生涯学習センターの２５周
年記念事業を開催し、天体
ドームの愛称募集を実施し
「小郡七夕ドーム みらい星」
に決まりました

・小郡音楽祭
ハーモニーｉｎおごおりを開
催
出演団体４３
入場者数１，３００名
・市民文化祭
市民参加のステージ部門、展
示部門、お茶席、体験教室を
実施。
入場者数２，９４９名
ステージ部門出演者数６０８
人
出展、お茶席２９６点
・レベルアップ器楽講座を１
２月～３月の１６日間で開
催。
受講者数２１名。
・伝統文化ほんもの講座
立石、宝城中学校１年生を対
象に伝統文化の体験講座を実
施。
立石中２１名。生花、水墨
画、茶道。
宝城中３９名。謡曲、囲碁、
茶道、生花。

〇小郡音楽祭
〇市民文化祭
〇各種講座の開催

〇小郡音楽祭
ハーモニーinおごおりを開催
出演団体４０
入場者数１,１００名
〇市民文化祭
市民参加のステージ部門、展
示部門、お茶席、体験教室を
実施。
入場者数２,８６４名
ステージ部門出演者数６５８
人
出展、お茶席３７２点
〇レベルアップ器楽講座を６
月～２月の１４日間で開催。
受講者数１８名
〇伝統文化ほんもの講座
立石、宝城中学校１年生を対
象に伝統文化の体験講座を実
施。
立石中３７名。生花、水墨
画、茶道。
宝城中４３名。謡曲、囲碁、
茶道、生花。

〇各種講座の開催
　古文書入門講座、中国語入
門講座、楽パソ講座（６講
座）、小郡市民講座（５
回）、高齢者等はつらつ教育
事業として６講座を実施し、
延べ２，６７１名が受講。
　また、地域の人材を活用し
た生涯学習人材バンクから依
頼先の団体へ延べ１２９名を
派遣し、生涯学習の推進に努
めました。

生涯学習課

24 2 26
文化・スポーツ振興によ
る交流人口の増加

国際交流の推進

　多文化共生のまちづく
りをめざして、年代に応
じた多様な国際交流や学
習を進め、国際化に対応
できる人材の育成や市内
の環境づくりを進めてい
きます。
　また、すべての市民が
いきいきと生活を送れる
よう、多様な交流の場の
創出に努めます。

・国際理解講座の開催
・日本語教室の開催

〇国際理解講座（世界の家庭
料理体験教室＆講演会）を年
間３回開催
　テーマ国：ネパール、ドイ
ツ、パラグアイ
〇日本語教室を年間４０回開
催

〇国際理解講座（世界の家庭
料理体験教室＆講演会）を年
間３回開催
　テーマ国：フィリピン、ス
リランカ、ペルー
〇日本語教室を年間３８回開
催

〇国際理解講座の開催
〇日本語教室の開催

〇国際理解講座（世界
の家庭料理体験教室＆
講演会）を年間２回開
催
　テーマ国：チュニジ
ア、マレーシア
〇日本語教室を年間３
７回開催

３月に開催予定だった
講座は、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止
のため中止した。

総務広報課

25 3 28
妊娠・出産・子育ての切
れ目のない支援体制づく
り

医療体制の整備

　乳幼児・子ども医療費
の助成範囲拡充の推進の
ほか、小児救急医療な
ど、緊急時のサポート体
制を整備します。
　また、不妊治療等の助
成の検討を行います。

・乳幼児・子ども医療費助成事
業
・救急医療事業（在宅当番医
制・病院群輪番制・小児救急医
療）
・妊婦健康診査

〇妊婦健康診査：妊婦健康診
査補助券（全14回）を母子手
帳発行時に配布（平成29年度
利用件数延べ4,569件）
〇救急医療事業（在宅当番医
制：利用者数延べ1,393人（市
外住民含む）、病院群輪番
制：利用者数延べ15,256人
（広域件数）、小児救急医
療：利用者数7,195人（うち小
郡市民371人）
〇平成２８年１０月診療分よ
り拡充した子ども医療費助成
事業を維持した。また、県内
他市町村の独自制度を調査
し、試算及び検討を行った。

〇妊婦健康診査：妊婦健康診
査補助券（全14回）を母子手
帳発行時に配布（平成30年度
利用件数延べ4,303件）
〇救急医療事業（在宅当番医
制：利用者数延べ1,361人（市
外住民含む）、病院群輪番
制：利用者数延べ14,508人
（広域件数）、小児救急医
療：利用者数7,089人（うち小
郡市民388人）
〇市独自の子ども医療費助成
事業を維持した。また、助成
範囲拡充の検討の為、調査・
試算を行った。

〇救急医療事業（在宅当番医
制、病院群輪番制、小児救急
医療）
〇妊婦健康診査：引き続き補
助券を配布することにより、
妊婦健診の受診を促す。
〇子ども医療費の助成範囲
（中学生の外来分）の拡充を
検討する。

〇救急医療事業（在宅
当番医制：利用者数延
べ1,535人（市外住民
含む）、病院群輪番
制：利用者数14,524人
（R2.5.13時点）、小
児救急医療：利用者数
6,548人（うち小郡市
民305人）
〇：妊婦健康診査補助
券（全14回）を母子手
帳発行時に配布（令和
元年度利用件数延べ
4,109件）

〇市独自の子ども医療
費助成事業を維持し
た。また、助成範囲拡
充の検討を行った。

子ども育成課
健康課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

26 3 28
妊娠・出産・子育ての切
れ目のない支援体制づく
り

母子保健の充実

　各種教室の開催、相談
体制の整備により、母子
の保健を推進します。

・産後ケア事業
・ようこそ赤ちゃん教室
・きらきら教室
・離乳食教室
・妊産婦・新生児訪問指導
・育児発育相談
・子育て相談
・健康相談室での相談

〇産後ケア事業（利用者35
件）
〇ようこそ赤ちゃん教室(全4
回6クール　計24回開催）
〇きらきら教室（月2回　計24
回開催）
〇離乳食教室（月1回　計12回
開催）
〇妊産婦・新生児訪問指導
（妊婦6件、産婦396件、低体
重及び未熟児を含む乳児398件
訪問）
〇育児発育相談（月1回　計12
回開催）
〇子育て相談（月2回　計24回
開催）
〇健康相談室での相談（相談
18件）
〇子育て支援課やつどいの広
場、子育て支援センターなど
の窓口において子育て相談を
実施した。

〇産後ケア事業（利用者91
件）
〇ようこそ赤ちゃん教室(全4
回6クール　計24回開催）
〇きらきら教室（月4回　計48
回開催）
〇離乳食教室（月1回　計12回
開催）
〇妊産婦・新生児訪問指導
（妊婦4件、産婦351件、低体
重及び未熟児を含む乳児351件
訪問）
〇育児発育相談（月1回　計12
回開催）
〇子育て相談（月2回　計24回
開催）
〇健康相談室での相談（相談
29件）
〇子育て支援課やつどいの広
場、子育て支援センターなど
の窓口において子育て相談を
実施した。
〇7月に子ども総合相談セン
ターを設置し、さらなる啓発
に努めた。

〇子育て世代包括支援セン
ターにおける他課、他機関と
の連携
〇産後ケア事業
〇ようこそ赤ちゃん教室
〇きらきら教室
〇離乳食教室
〇妊産婦・新生児訪問指導
〇育児発育相談
〇子育て相談
〇健康相談室での相談
〇各窓口が妊娠、出産、子育
てと切れ目なく相談を受け、
必要に応じて別の窓口への案
内を行う。
子育て支援コンシェルジュの
周知に努め、市民ニーズの把
握や家庭の状況に応じた施設
やサービスを案内する。

〇子育て相談について
は、子育て支援課とつ
どいの広場、子育て支
援センターなどと連携
して子育て相談を実施
した。
〇産後ケア事業（利用
者95件）
〇ようこそ赤ちゃん教
室(全4回6クール 計22
回開催※新型コロナウ
イルス感染症拡大防止
のため2回中止）
〇きらきら教室（月4
回計41回開催※新型コ
ロナウイルス感染症拡
大防止のため5回、そ
の他の理由で2回中
止）
〇離乳食教室（月1回
計11回開催※新型コロ
ナウイルス感染症拡大
防止のため1回中止）
〇妊産婦・新生児訪問
指導（妊婦7件、産婦
361件、低体重及び未
熟児を含む乳児360件
訪問）
〇育児発育相談（月1
回計11回開催※新型コ
ロナウイルス感染症拡
大防止のため1回中
止）
〇子育て相談（月2回
計22回開催※新型コロ
ナウイルス感染症拡大
防止のため2回中止）
〇健康相談室での相談
（相談50件）

健康課
子育て支援課

27 3 29
子育てしやすい環境の整
備

子育て環境の改善

　子育てしやすい環境を
整備し、出生者数の増加
を図るため、幼児施設の
充実や公共施設への授乳
室・おむつ交換台等の設
置を進めます。

・図書整備
・授乳室整備
・おむつ交換台設置
・情報の発信

〇図書整備
①幼稚園・保育所（園）等へ
の団体貸出や移動図書館車の
巡回
③その他幼稚園・保育所
（園）等における読書環境・
内容の充実を図る
④子育て支援課内授乳室への
絵本図書の貸出
⑤絵本パックの貸出
〇情報の発信
平成２９年度おごおり子育て
支援ガイドを作成し、子育て
に関する総合的な支援を行
い、より安心して子育てでき
る環境づくりを行った。

〇図書整備
①幼稚園・保育所（園）等へ
の団体貸出や移動図書館車の
巡回
②その他幼稚園・保育所
（園）等における読書環境・
内容の充実を図る
③子育て支援課内授乳室への
絵本図書の貸出
④絵本パックの貸出
⑤地域の未就学園児とその保
護者を対象にした絵本の読み
聞かせ

〇情報の発信
平成３０年度おごおり子育て
支援ガイドを作成し、子育て
に関する総合的な支援を行
い、より安心して子育てでき
る環境づくりを行った。

〇図書整備
①幼稚園・保育所（園）等へ
の団体貸出や移動図書館車の
巡回
②その他幼稚園・保育所
（園）等における読書環境・
内容の充実を図る
③子育て支援課内授乳室への
絵本図書の貸出
④絵本パックの貸出
⑤地域の未就学園児とその保
護者を対象にした絵本の読み
聞かせ
〇情報の発信
おごおり子育て支援ガイドを
作成し、子育てに関する総合
的な情報提供、支援を行う。

〇情報の発信
おごおり子育て支援ガ
イドを作成し、子育て
に関する総合的な情報
提供、支援を行った。

〇図書整備
①幼稚園・保育所
（園）等への団体貸出
や移動図書館車の巡回
②その他幼稚園・保育
所（園）等における読
書環境・内容の充実を
図る
③子ども育成課内授乳
室への絵本図書の貸出
④絵本パックの貸出
⑤地域の未就学園児と
その保護者を対象にし
た絵本の読み聞かせ

保育所・幼稚園課
子育て支援課
図書課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

28 3 30
子育てしやすい環境の整
備

保育施設・学童保育の充
実

　保育需要の動向に配慮
した保育を実施するた
め、保育施設の整備、増
改築を推進します。

・私立保育園等施設整備事業
・私立幼稚園の預かり保育の推
進
・学童保育所等の充実

〇私立保育園等施設整備事業
については、潜在する待機児
童を含めた待機児童解消のた
め、2私立保育所において増改
築（定員増）を行った。ま
た、１小規模保育所において
新規開設のための施設整備費
補助を行った。
〇学童保育所等の充実につい
ては、１学童保育所におい
て、建て替えの調整を行っ
た。

〇学童保育所の充実について
は、高学年の受け入れができ
ていない２校区のうち、１校
区の施設増設を行った。

〇三井幼稚園の認定こども園
移行のための整備に係る費用
の補助を行った。
補助額　41,511千円

〇学童保育所については、31
年度以降も引き続き、基準を
満たすため施設の増設を行う
予定。

〇保育の受け皿確保のため、
必要に応じて、施設整備費の
補助を行う予定。

〇学童保育所の充実に
ついては、高学年の受
け入れができていな
い。１校区の施設整備
を行った。また、令和
２年度より基準を満た
すための施設の増設を
行った。

〇三井幼稚園の認定こ
ども園移行のための整
備に係る費用の補助を
行った。（2ヶ年事業2
年目）
補助額　365,205千円

〇城山保育園の増改築
（定員増）に係る費用
の補助を行った。
（2ヶ年事業1年目）
補助額 17,923千円

保育所・幼稚園課
子ども育成課

29 3 30
子育てしやすい環境の整
備

子育て支援事業の充実

　ファミリー・サポー
ト・センター事業など、
地域の中での育児支援を
推進するほか、子育て世
帯の交流の場の提供に努
めます。また、
　子育て世代包括支援セ
ンターの設置の検討を
行っていきます。

・ファミリー・サポート・セン
ター事業
・病児病後児保育事業
・子育て支援センターの充実
・ひとり親家庭等への支援事業

〇ファミリーサポートセン
ターは、会員確保のため、チ
ラシの全戸配布、広報への掲
載、通常の講習会とは別に公
民館等で出張説明会（登録会
含む）を行った。
〇病児病後児は、周知活動を
継続して行った。
〇子育て支援センターの職
員、健康課職員等で定期的に
情報交換を行い、連携を行っ
た。
〇ひとり親家庭等に対する支
援について、窓口等で案内
し、支援を実施した。

〇ファミリーサポートセン
ターは、会員確保のため、継
続して、チラシの全戸配布、
広報への掲載、通常の講習会
とは別に公民館等で出張説明
会（登録会含む）を行った。
〇病児保育施設は新規施設を
開設した。
〇子育て支援センターは、連
絡会を通じて横との連携を
図った。
〇ひとり親家庭等に対する支
援について、窓口等で案内
し、支援を実施した。

〇ファミリーサポートセン
ターは、会員確保のため、チ
ラシの全戸配布、広報への掲
載、引き続き周知を行う。
〇病児病後児は、施設の利用
状況を把握し、サービス内容
を検討する。
〇子育て支援センターは、横
との連携をとることにより、
充実した支援を行えるよう努
める。
〇ひとり親家庭等に対する支
援について、窓口等で案内
し、支援を引き続き行う。

〇ファミリーサポート
センターは、会員確保
のため、チラシの全戸
配布、広報への掲載、
４か月健診時の周知を
行った。
〇病児病後児は、施設
の利用状況を把握し、
サービス内容を確認し
た。
〇子育て支援センター
と連携し、充実した支
援を行えるよう努め
た。
〇ひとり親家庭等に対
する支援について、窓
口等で案内し、支援を
行った。

子育て支援課

30 3 30
子育てしやすい環境の整
備

児童の健全育成

　子どもたちが健やかに
成長していくための基礎
づくりや、子育て家庭へ
の相談体制の強化を図り
ます。

・基本的生活習慣習得事業の実
施
・児童相談機能の充実
・児童虐待の防止

〇家庭相談室を周知するた
め、リーフレットの作成や配
布を行った。関係組織と連携
して児童虐待の防止を図っ
た。

〇子ども総合相談センターを
７月に設置した。センターの
周知及び児童虐待防止推進啓
発のため、リーフレットの作
成や配布を行った。
〇子育て講座の開催や子ども
の居場所の周知に努めた。

〇子ども総合相談センターの
周知及び児童虐待防止推進啓
発のため、リーフレットの作
成や配布を行う。
〇子育て講座の開催や子ども
の居場所の周知に努める。

〇子ども総合相談セン
ターの周知及び児童虐
待防止推進啓発のた
め、リーフレットを作
成し配布した。
〇里親制度、子どもの
権利や子どもの居場所
づくりに取り組んでい
る団体のパネル展示を
行い、周知に努めた。

子育て支援課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

31 3 30
子育てしやすい環境の整
備

仕事と子育ての両立支援

　子育てしながら働きや
すい環境をつくるため、
多様な働き方や育児休業
などに関する
啓発を行うとともに、女
性の職場復帰・再就職を
支援します。
　また、男女がともに子
育てができるよう、男女
共同参画を推進し、男性
の子育てへの
参加を促します。

・女性再チャレンジ支援事業
・男女共同参画セミナー
・女性講座
・男の料理教室
・家庭教育学級
・情報提供の充実（育児休業制
度、再就職支援、男女共同参
画）

〇男女共同参画セミナーを年
間２回開催
①平成２９年６月２４日
　「『察する』女と『解く』
男～ひとりひとりを大切にす
る地域づくり～」（講師：雁
瀬暁子さん）　参加者：５７
名
②平成２９年１１月２０日
　　「あなたはDVを本当に
知っていますか・・・？」
（講師：中島あきらさん）
参加者３９名

〇女性の職場復帰、再就職支
援のための講座（再就職準備
講座・資格取得講座等）や、
子育て支援のための講座を開
催。家庭教育の講座は学級を
ひとつにし、すべての講座に
参加できるようにした。ま
た、男性が子育てや家庭に
もっと目を向けてもらうよう
男性保護者向け講座や男の料
理教室を開催した。女性再
チャレンジ支援事業のおうち
起業応援講座の受講生で、１
dayショップを開催。

〇男女共同参画セミナーを年
間２回開催
①平成３０年６月２３日
　「主婦と主夫、かなで書け
ば同じ「しゅふ」～思いやり
とありがとうのある暮らし
～」（講師：日高邦博さん）
参加者：５４名
②平成３０年１１月２２日
　　「身近な私たちが築く安
心できる暮らし～それぞれの
役割から学ぶ～」（講師：高
木里美さん）　参加者１８名

〇女性の職場復帰、再就職支
援のための講座（再就職準備
講座・資格取得講座等）や、
男の料理教室を開催した。女
性再チャレンジ支援事業のお
うち起業応援講座の受講生
で、１dayショップを開催。

〇男女共同参画セミナー（２
回）

〇女性再チャレンジ支援事業
〇男の料理教室

〇男女共同参画セミ
ナーを年間２回開催
①令和元年６月２９日
「主役はわたしたち～
令和の時代のまちづく
りと男女共同参画～」
（講師：村山由香里さ
ん）　参加者：５１名
②令和元年１１月１２
日
「気づいてほしい
「デートＤＶ」～暴力
は身近なところに～」
（講師：中村菜穂子さ
ん、加賀稔子さん、村
上詩歩さん）
参加者３０名〇女性の
職場復帰、再就職支援
のための講座（再就職
準備講座・資格取得講
座等全７講座）や、男
の料理教室を開催し
た。女性再チャレンジ
支援事業のおうち起業
応援講座では昨年度に
引き続き、受講生によ
る１dayショップを開
催。起業に向けての第
一歩を支援することが
できた。

生涯学習課
総務広報課

32 3 31
子どもひとりひとりにき
め細やかな教育

学校教育・幼児教育の充
実と教育の保障

　小・中学校への少人数
学級の検討や、学校支援
ボランティアの活用によ
る教育内容の充実等によ
り、より質の高い学校教
育の推進を図ります。
　経済的理由によって就
学困難と認められる児
童・生徒の保護者に対し
ては、学用品、給食費等
の費用の一部を援助しま
す。
　また、地域と学校が連
携して、児童・生徒に対
する学力向上・学力保
障、体力の向上、豊かな
心の育成の取組みを行っ
ていきます。
　そのほか、私立幼稚園
奨励費を交付し、幼稚園
への就園を促進します。

・小学校低学年35人学級体制整
備事業
・外国語助手配置事業
・学校図書館活性化事業
・学校支援ボランティア事業
・就学援助事業
・学び場支援事業
・スクールソーシャルワーカー
配置事業
・特別支援教育支援員配置事業
・就園奨励事業

〇小学校低学年35人学級体制
整備事業（講師配置人数　1
名、講師配置校：のぞみが丘
小）
〇外国語指導助手配置事業
（配置人数　4名）
〇学校図書館活性化事業（児
童生徒への図書貸出冊数
301,615冊）
〇学校支援ボランティア事業
（ボランティア延べ人数
6,890名）
〇就学援助事業（援助対象児
童生徒数　882名）
〇スクールソーシャルワー
カー配置事業（配置人数　1
名）
〇特別支援教育支援員配置事
業（配置人数　29.5名）
〇就園奨励事業（交付対象園
児数　613名）

〇小郡市内児童・生徒の進路
学力保障の取り組みの一つと
して、基礎基本の学力と自学
自習の力を育成することを目
的として開催している。学校
と家庭と地域ボランティアが
協働して取り組んでいる。小
学校では放課後～５時までを
遊び場とし、５時から６時３
０分を学び場としている。中
学校は放課後と土曜日に
チューターと名付けた学習の
場を設置している。土曜
チューターは参加自由にする
とともに夏季休業中は校区公
民館の一室を学習用に開放し
ている。

〇外国語指導助手配置事業
（配置人数　5名）
〇学校図書館活性化事業
（児童生徒への図書貸出冊数
305,678冊）
〇学校支援ボランティア事業
（ボランティア延べ人数
8,626名）
〇就学援助事業（援助対象児
童生徒数　913名）
〇スクールソーシャルワー
カー配置事業（配置人数　2
名）
〇特別支援教育支援員配置事
業
（配置人数　31名）
〇就園奨励事業（交付対象園
児数　634名）
〇小郡市内の児童・生徒の進
路学力保障の取り組みの一つ
として、基礎基本の学力と自
学自習の力を育成することを
目的として開催している。学
校と家庭と地域ボランティア
が協働して取り組んでいる。
小学校では放課後～５時まで
を遊び場とし、５時から６時
３０分を学び場としている。
中学校は放課後と土曜日に
チューターと名付けた学習の
場を設置している。土曜
チューターは参加自由にする
とともに夏季休業中は校区コ
ミュニティセンターの一室を
学習用に開放している。

〇小学校低学年35人学級体制
整備事業
〇外国語指導助手配置事業
〇学校図書館活性化事業
〇学校支援ボランティア事業
〇就学援助事業
〇スクールソーシャルワー
カー配置事業
〇特別支援教育支援員配置事
業
〇就園奨励事業

〇今後も事業を継続していく
中で、小学校の学び場の対象
学年の検討や学び場スタッフ
の確保、進路学力保障を必要
としている子どもが参加でき
る環境の整備を実施していく
予定。

○小学校低学年35人学
級体制整備事業（講師
配置人数：１名、講師
配置校：三国小学校）
○外国語指導助手配置
事業（配置人数：５
名）
〇学校図書館活性化事
業（児童生徒への図書
貸出冊数303,615冊）
〇就学援助事業（援助
対象児童生徒数　931
名）
○スクールソーシャル
ワーカー配置事業（配
置人数：２名）
○特別支援教育支援員
配置事業（配置人数：
４３名）

○学び場支援事業
・BBクラブ参加児童
数：641名（前期312
名、後期329名）
・放課後チューター参
加生徒数：783名（前
期399名、後期384名）
・土曜チューター参加
生徒数：427名
・ボランティアスタッ
フ数：90名（コーディ
ネーター8名、BBス
タッフ56名、チュー
ター26名）

〇就園奨励事業（交付
対象園児数　585名）
※R1.10以降は幼児教
育無償化に移行

教務課
人権・同和教育課
保育所・幼稚園課
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第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

33 3 32
子どもひとりひとりにき
め細やかな教育

教育環境の整備・充実

　学校施設の計画的な整
備・充実を実施します。
　ＩＴ機器の計画的な更
新を実施するとともに、
電子黒板などの指導に必
要となる教材備品の充実
に努めます。

・学校大規模改造事業
・学校空調設備整備事業
・情報教育設備・機器整備事業
・教材・備品整備事業

〇大原中学校校舎大規模改造
工事（管理・特別教室棟全面
改修、下水道接続）
〇中学校特別教室空調設置工
事（市内全中学校の理科室・
音楽室に空調設備の設置）
〇情報教育設備・機器整備事
業（小学校電子黒板整備）
〇教材・備品整備事業（H29購
入額実績：23,867千円）

〇宝城中学校校舎大規模改造
工事（管理・教室棟全面改
修、下水道接続）
〇小学校特別教室空調設置工
事（市内全小学校の理科室・
音楽室及び東野小学校図書室
に空調設備の設置）

〇立石中学校校舎大規模改造
工事（管理・特別教室棟全面
改修、下水道接続）
〇三国小学校トイレ大規模改
造工事（特別教室・教室棟1～
3階トイレ全面改修）
〇中学校特別教室空調設置工
事（市内全中学校の美術室・
家庭科室・技術室に空調設備
の設置）
〇情報教育設備・機器整備事
業（中学校ＰＣ教室更新、教
職員用パソコン更新）
〇教材・備品整備事業

〇立石中学校校舎大規
模改造工事（管理・特
別教室棟全面改修、下
水道接続）
〇三国小学校トイレ大
規模改造工事（特別教
室・教室棟1～3階トイ
レ全面改修）
〇小中学校特別教室空
調設置工事（市内全中
学校の美術室・家庭科
室・技術室及び市内全
小学校の家庭科室・図
工室に空調設備を設
置）
〇情報教育設備・機器
整備事業（中学校ＰＣ
教室更新、教職員用パ
ソコン更新）

教務課

34 4 34 コミュニティ連携 協働のまちづくりの推進

　小学校区を単位として
設置した協働のまちづく
り組織の部会活動等を通
じて、地域の助け合い、
支え合いによる「共助」
の体制づくりを行ってい
くことで、全ての市民の
人権が尊重された、市民
主体の新たな地域自治の
実現を目指します。

・協働のまちづくり推進事業
・人権のまちづくり事業

〇協働のまちづくり推進事業
支援金による財政支援（８小
校区）
〇協働のまちづくり校区推進
員の配置による事務支援（８
小校区）
〇協働のまちづくり推進連絡
会議の開催（情報交換及び情
報伝達）
〇「協働のまちづくり」、
「人権のまちづくり」及び
「校区人権推」との情報交換
及び意見交換（小郡校区）

〇各校区に設置されている
「人権のまちづくり」の事業
及び事務、指導を行った。各
中学校区単位で、研修会、
フォーラム、フェスタなどの
イベント開催、たよりの発行
等、地域に合った取組を実施
した。また、協働推進課の所
管する「協働のまちづくり」
との連携のあり方について協
議を行い、互いに取組を知る
ために合同で総会を開催する
など連携に努めた。

〇校区公民館のコミュニティ
センター化による、館と地域
コミュニティ組織とが連携し
たまちづくりの推進（８小校
区）
〇校区公民館職員及び協働の
まちづくり校区推進員を、コ
ミュニティ推進員として再配
置することによる、事務支援
の充実（８小校区）
〇協働のまちづくり推進事業
支援金による財政支援（８小
校区）
〇協働のまちづくり推進連絡
会議の開催（情報交換及び情
報伝達）
〇「協働のまちづくり」、
「人権のまちづくり」及び
「校区人権推」との情報交換
及び意見交換（小郡校区）
〇各校区に設置されている
「人権のまちづくり」の事業
及び事務、指導を行った。各
中学校区単位で、研修会、
フォーラム、フェスタなどの
イベント開催、たよりの発行
等、地域に合った取組を実施
した。また、コミュニティ推
進課の所管する「協働のまち
づくり」との連携のあり方に
ついて協議を行い、互いに取
組を知るために合同で総会を
開催するなど連携に努めた。

〇各校区のまちづくり協議会
ごとのまちづくり計画の策定
の支援
〇現在推進している協働のま
ちづくり推進事業における財
政支援、事務支援等の見直し
〇校区を単位として取り組ま
れている他事業、他組織との
調整

〇各校区に設置されている
「人権のまちづくり」の事業
及び事務、指導を行う。「人
権のまちづくり」「校区人権
推」「協働のまちづくり」そ
れぞれの活動内容を踏まえ、
地域の課題を解決していくた
めにはどういう取組が必要な
のか、人権を基盤に据えた活
動をどう根付かせればよい
か、関係課並びに活動主体と
なる住民の理解を得ながら啓
発と協議を行っていく。

〇各校区のまちづくり組織ご
との地域まちづくり計画策定
に向けた支援（希望する４小
校区）
〇各コミュニティセンターを
拠点にした、館と地域コミュ
ニティ組織とが連携したまち
づくりの推進（８小校区）
〇各コミュニティセンターに
コミュニティ推進員を配置す
ることによる、事務支援の充
実（８小校区）
〇協働のまちづくり推進事業
支援金による財政支援（８小
校区）
〇協働のまちづくり推進連絡
会議の開催（情報交換及び情
報伝達）
〇「協働のまちづくり」、
「人権のまちづくり」及び
「校区人権推」との情報交換
及び意見交換（小郡校区）

○「協働のまちづくり」、
「人権のまちづくり」及び
「校区人権推」との情報交換
及び意見交換
○各校区に設置されている
「人権のまちづくり」の事業
及び事務、指導を行った。各
中学校区単位で、研修会、
フェスタなどのイベント開
催、たよりの発行等、地域に
合った取組を実施した。ま
た、コミュニティ推進課の所
管する「協働のまちづくり」
との連携のあり方について協
議を行い、互いに取組を知る
ために合同で総会を開催する
など連携に努めた。

コミュニティ推進課
人権・同和教育課

11



第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

35 4 34 コミュニティ連携 防災体制の整備

　行政区に設置された自
主防災組織を中心に、地
域の防災力の強化に努め
ます。
　また、高齢者や障害者
などの避難行動要支援者
の支援体制づくりや、自
主防災組織の核となる
リーダーの育成に取り組
みます。

・自主防災組織育成事業
・防災リーダー認定講習会の実
施

○申請のあった自主防災組織9
組織に対し、地域防災力強化
事業補助金1,088千円を交付し
た。
○防災リーダー認定講習会を
開催し、25名の防災リーダー
を認定した。
○防災リーダーフォローアッ
プ研修を開催し、38名の防災
リーダーが参加した。
○自主防災組織などに対し、
防災研修会や防災訓練等の出
前講座を実施した（33回　参
加者数：延べ2,590名）。
○避難行動要支援者個別支援
プランの作成のため、避難行
動要支援者から、個人情報の
避難支援等関係者間での情報
共有に関する同意取得のため
の登録申請書を回収した
（2,691名）。

○申請のあった自主防災組織
11組織に対し、地域防災力強
化事業補助金3,340千円を交付
した。
○防災リーダー認定講習会を
開催し、22名の防災リーダー
を認定した。
○防災セミナーと防災リー
ダーフォローアップ兼ねてを
研修を開催し、50名の防災
リーダーが参加した。
○自主防災組織などに対し、
防災研修会や防災訓練等の出
前講座を実施した（35回　参
加者数：延べ1,998名）。
○避難行動要支援者個別支援
プランの作成のため、避難行
動要支援の対象者全員に調査
を行った。

○自主防災組織の活動強化や
人材育成にかかる経費に対す
る財政支援
○小郡市防災リーダー認定講
習会の開催
○小郡市防災リーダーフォ
ローアップ研修の開催
○防災研修会や防災訓練等の
出前講座の実施
○自主防災組織による避難行
動支援者個別支援プランの作
成支援

○申請のあった自主防
災組織11組織に対し、
地域防災力強化事業補
助金256千円を交付し
た。
○防災リーダー認定講
習会を開催し、22名の
防災リーダーを認定し
た。
○防災セミナーと防災
リーダーフォローアッ
プを兼ねて研修を開催
し、18名の防災リー
ダーが参加した。
○自主防災組織などに
対し、防災研修会や防
災訓練等の出前講座を
実施した（27回　参加
者数：延べ1,730
名）。
〇自主防災組織の補助
金のかさ上げメニュー
に避難行動要支援者個
別支援プランを加え
た。

防災安全課

36 4 35 時代にあった地域づくり 公共交通の整備

　鉄道輸送の充実を図る
とともに、高齢者及び障
害者などの交通弱者をは
じめとする市民の日常生
活を支えるため、コミュ
ニティバスの運行内容を
再検討し、日常の交通手
段としての役割を十分に
果たせるよう利便性の向
上に努めます。

・コミュニティバス運行事業
・福祉タクシー助成事業
・甘木鉄道の活性化（新駅設置
の促進・バリアフリー化等）
（再掲）

〇各種PRイベントの開催
〇福岡県地域交通体系整備促
進協議会調査研究事業
○福祉タクシー助成事業
　利用者数延べ　9,345名
　助成額　　　　5,533,030円
○市民みんなでサービス
チェックを行い、市民の意見
を収集するとともに、利用状
況の調査研究を行った。

〇福岡県地域交通体系整備促
進協議会調査研究事業
〇甘木鉄道の活性化（ＰＲイ
ベント開催等）

○福祉タクシー助成事業
　利用者数延べ　　　8,731名
　助成額　　　　5,176,880円

〇持続可能な地域公共交通体
系の利用促進目的として、福
岡県及び久留米広域連携中枢
都市圏構成自治体並びに交通
事業者と連携のもと身近で安
全な交通手段であることを発
見してもらう「バス・鉄道
フェスタ　ｉｎ　くるめ」
(H30.9.22)が実施されてい
る。その事業に参加し、啓発
活動及び情報の発信を行い、
地域公共交通の利用促進を
行った。
〇コミュニティバスの利用の
実態を把握するために、九州
産業大学に依頼して、コミュ
ニティバスの利用調査を行っ
た。(H30.10～)
〇市の職員が実際にバスに乗
車して、乗客の方に利用区
間、利用目的、年齢などの利
用の実態調査を行った。
(H30.11～H31.1)

〇平成30年度と同様の取り組
みを実施
○福祉タクシー助成事業
　利用者数延べ　9,966名
　助成額　　　　5,900,000円

福祉タクシー利用券綴発行
時、アンケート実施。

〇鉄道、バス、タクシーなど
の公共交通事業関係者や地域
住民により構成する小郡市地
域公共交通活性化協議会
(H31.2設立)において、公共交
通のあり方について検討を始
めた。
〇コミュニティバスの利用の
実態を把握するために、九州
産業大学に依頼して、コミュ
ニティバスの利用状況調査及
び分析を行った。
〇コミュニティバスの運行内
容を再検討し、運行ルートと
ダイヤの見直しを行い、利便
性の向上に努めた
（H31.4.1,R1.6.1,R2.2.3）。
〇持続可能な地域公共交通体
系の利用促進目的として、福
岡県及び久留米広域連携中枢
都市圏構成自治体並びに交通
事業者と連携のもと身近で安
全な交通手段であることを発
見してもらう「バス・鉄道
フェスタinくるめ」(R1.9.14)
が実施されている。その事業
に参加し、啓発活動及び情報
の発信を行い、地域公共交通
の利用促進を行った。
〇福祉タクシー助成事業
利用者数延べ　8,623名
助成額　5,180,700円
交付枚数についてのアンケー
トを実施した。
〇福岡県地域交通体系整備促
進協議会調査研究事業
〇甘木鉄道の活性化（ＰＲイ
ベント開催等）

経営戦略課
都市計画課
福祉課

37 4 35 時代にあった地域づくり コンパクトシティの推進

　本市における持続可能
な都市構造の再構築を目
指し、人口減少社会に対
応したコンパクトシティ
を実現するため、商業、
福祉、文化、公共施設等
の複合的な都市機能の検
討を図り、「立地適正化
計画」を策定します。

・立地適正化計画策定 〇平成29年度は、平成28年度
より引続き、外部組織を交え
た検討委員会を2回開催し、立
地適正化計画の学習会を1回開
催した。学習会については、
検討委員会の委員及び庁内の
関係部署の職員を対象とし
た。

平成30年度は、立地適正化計
画に向けた本市の現状把握及
び将来分析を行った。
　各種基礎的なデーターの収
集及び整理を行うとともに、
今後本市における都市構造上
の課題の分析を行った。
　また、関連する計画や他部
局の施策等に関する整理を行
うため関係課のヒアリングを
実施した。

〇平成30～32年度　立地適正
化計画策定

令和元年度は、立地適
正化計画の策定に向け
て、コンパクトシティ
を実現するための施策
と対象となる区域を検
討した。
　検討に際しては、各
分野の専門家等によっ
て構成される検討委員
会と、庁内の関係部署
を対象とした検討会を
開催した。

都市計画課
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頁
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「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

38 4 36
誰もが元気で安心して暮
らせるまちづくり

保健サービスの充実

　がん検診の受診率向上
と内容の充実に努めると
ともに、予防接種の接種
率向上を図ります。
　また、特定健康診査・
特定保健指導を通して、
対象者が自分の健康に関
するセルフケアができる
よう支援します。

・健康増進事業
・予防接種事業
・特定健康診査・特定保健指導
事業
・慢性腎臓病予防対策支援事業

〇健康増進事業（がん検
診）：Ｈ29年度がん検診受診
率（胃がん検診14.7％、肺が
ん検診21.3％、大腸がん検診
20.7％、前立腺がん検診
22.5％、子宮頸がん検診
23％、乳がん検診23.7％）
〇予防接種事業：H29接種率(A
類）94.7％
〇特定健康診査・特定保健指
導事業(H28特定健診受診率
34.9％　保健指導実施率(初回
実施のみ)：76.1％
〇慢性腎臓病予防対策支援事
業(40～64歳：結果説明実施率
73.9％　65～74歳：訪問指導
実施率：76.7％)

〇健康増進事業（がん検
診）：Ｈ30年度がん検診受診
率（胃がん検診14.1％、肺が
ん検診21.2％、大腸がん検診
20.6％、前立腺がん検診
21.8％、子宮頸がん検診
33.1％、乳がん検診28.1％）
〇予防接種事業：H30接種率(A
類）92.4％
〇特定健康診査・特定保健指
導事業(H29特定健診受診率
36.0％　保健指導実施率：
55.2％)
〇慢性腎臓病予防対策支援事
業(40～64歳：結果説明実施率
71.0％　65～74歳：訪問指導
実施率：53.7％)

〇健康増進事業（健康増進法
に基づき引き続き事業を実
施）
〇予防接種事業（予防接種法
に基づき引き続き定期予防接
種の実施）
〇特定健康診査・特定保健指
導事業（引き続き事業の実
施）
〇慢性腎臓病予防対策支援事
業（引き続き事業を実施）

〇健康増進事業（がん
検診）：R1年度がん検
診受診率（胃がん検診
13.8％、肺がん検診
21.4％、大腸がん検診
20.7％、前立腺がん検
診22.7％、子宮頸がん
検診27.5％、乳がん検
診25.4％）
〇予防接種事業：
R1 接種率(A類）
95.6％
〇特定健康診査・特定
保健指導事業(H30特定
健診受診率　37.3％
保健指導実施率：
56.2％)
〇慢性腎臓病予防対策
支援事業(40～64歳：
結果説明実施率70.7％
65～74歳：訪問指導実
施率：79.8％)

健康課

39 4 37
誰もが元気で安心して暮
らせるまちづくり

健康づくりの推進

　総合保健福祉センター
「あすてらす」を「保健
福祉活動・地域保健活動
の核」として、各行政区
や校区の健康づくりの啓
発拠点としての役割を推
進するとともに、個人利
用者の健康づくりも支援
します。
　また、健康運動リー
ダーを養成し、地域と協
働して健康運動教室を開
催し地域全体の健康増
進、健康意識の向上を図
ります。

・市民の健康づくり支援事業
・食生活改善事業
・総合保健福祉センター「あす
てらす」の活用

〇市民の健康づくり支援事業
（平成29年度末健康運動リー
ダー養成数200名・登録者数
146名、行政区での自主的健康
体操教室数21区22か所）、地
域健康促進事業（のぞみが丘
健康福祉部会、大原校区健康
福祉部会、御原校区健康福祉
部会）
〇食生活改善事業（栄養相談
２８名、健康を守る母の会活
動の支援：年間３０８回、健
康を守る母の会中央研修：年
間３回開催　延べ１６４名参
加）

〇市民の健康づくり支援事業
（平成30年度末健康運動リー
ダー養成数221名・登録者数
140名、行政区での自主的健康
体操教室数21区22か所）、地
域健康促進事業（のぞみが丘
健康福祉部会、大原校区健康
福祉部会、御原校区健康福祉
部会、小郡校区健康福祉部
会）
〇食生活改善事業（栄養相談
41名、健康を守る母の会活動
の支援：年間286回、健康を守
る母の会中央研修：年間3回開
催　延べ185名参加）

〇市民の健康づくり支援事
業、地域健康促進事業
〇食生活改善事業

〇市民の健康づくり支
援事業（令和元年度末
健康運動リーダー養成
数230名・登録者数142
名、行政区での自主的
健康体操教室数22区23
か所）、地域健康促進
事業（のぞみが丘健康
福祉部会、東野校区健
康福祉部会）
〇食生活改善事業(栄
養相談30名、健康を守
る母の会活動支援：年
間300回、健康を守る
母の会中央研修：年間
３回開催　延べ182名
参加）

健康課

40 4 37
誰もが元気で安心して暮
らせるまちづくり

高齢者福祉の推進

　各種高齢者サービスの
充実を推進するほか、医
療・介護・予防等の取組
み等による「地域包括ケ
アシステム」の構築によ
り、「地域と共に支える
高齢者のまちづくり」を
進め、元気な高齢者の増
加を図ります。
　また、高齢者の生きが
い活動を促進するため、
高齢者社会活動支援セン
ターを拠点とした事業活
動や、老人クラブ活動な
どの充実を図るととも
に、社会教育事業と連携
し、豊かな体験・知識・
技術を活用した社会参加
活動を促進します。

・高齢者支援事業
・高齢者福祉事業
・介護予防事業
・総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」
・高齢者等はつらつ教養事業
（たなばた学遊倶楽部）
・各公民館における生きがいづ
くり、健康づくり事業（いきＧ
ＵＹセミナー、げんきかい、健
康講座等）
・買い物弱者等への対策

〇認知症カフェの開設
〇認知症地域支援推進員の配
置
〇認知症初期集中支援チーム
の設置
〇フレイル予防教室を実施
〇高齢者運動会や出前講座等
の実施
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の会
員募集に係る広報活動支援
（生涯学習ニュース、広報お
ごおり、市ホームページ、回
覧板等）
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の総
会、運営委員会への出席
・県、近隣市の総合型地域ス
ポーツクラブ等との情報共
有、連絡調整
〇はつらつとした高齢者が増
加するよう、生きがいとなる
ような講座を開催。またボラ
ンティア参加形講座では受講
生から講師として活躍できる
ような人材を育成し、地域の
団体へ派遣した。

〇在宅医療・介護連携支援セ
ンターの開設
〇生活支援コーディネーター
を配置、協議体発足のスター
トアップとなる市民フォーラ
ムを実施。
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の会
員募集に係る広報活動支援
（生涯学習ニュース、広報お
ごおり、市ホームページ、回
覧板等）
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の総
会、運営委員会への出席
〇県、近隣市の総合型地域ス
ポーツクラブ等との情報共
有、連絡調整
〇はつらつとした高齢者が増
加するよう、生きがいとなる
ような講座を開催。またボラ
ンティア参加形講座では受講
生から講師として活躍できる
ような人材を育成し、地域の
団体へ派遣した。

〇生活支援コーディネーター
を複数配置し、地域包括ケア
システムの更なる推進を図
る。
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の会
員募集に係る広報活動支援
（生涯学習ニュース、広報お
ごおり、市ホームページ、回
覧板等）
〇総合型地域スポーツクラブ
「小郡わいわいクラブ」の事
務局育成および体制の整備
・県、近隣市の総合型地域ス
ポーツクラブ等との情報共
有、連絡調整
〇元気な高齢者が増加するよ
う、高齢者の生きがいとなる
ような講座を開催。ボラン
ティア参加型講座の受講生か
ら講師として活躍できるよう
な人材を育成し、地域の団体
へ派遣する社会参加活動を促
進する。

〇認知症カフェ運営事
業等補助金の交付（三
国カフェ、かたらして
カフェ）
〇生活支援コーディ
ネーターを専従で配置
し、校区での地域住民
との座談会や、地域資
源の把握等を行った。
〇総合型地域スポーツ
クラブ「小郡わいわい
クラブ」の会員募集に
係る広報活動支援（生
涯学習ニュース、広報
おごおり、市ホーム
ページ、回覧板等）
〇総合型地域スポーツ
クラブ「小郡わいわい
クラブ」の事務局育成
および体制の整備
〇ボランティア参加型
講座を４講座開設し、
延べ１，３６０名が受
講した。また、これら
の講座の受講生の中か
ら１９回、各種団体へ
延べ１２２人をボラン
ティア講師として派
遣、高齢者の生きがい
活動を促進することが
できた。

長寿支援課
生涯学習課
スポーツ振興課
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基本
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頁

総合戦略 具体的な施策
大項目
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できなかった場合はその理由 担当課

41 4 37
誰もが元気で安心して暮
らせるまちづくり

地域福祉の推進

　地域での高齢者の孤立
や事故等を未然に防止す
るため、ふれあいネット
ワーク活動を推進しま
す。
　また、地域の見守り活
動を充実させるため、見
守り活動の担い手育成や
自治会での体制づくりな
ど、住民相互のネット
ワークの形成に努めま
す。

・ふれあいネットワーク活動
・見守り訪問活動

〇ふれあいネットワークの担
い手確保の観点から、引き続
き、ふれあいネットワークを
自治会活動と一体化し、地域
の実情に応じた見守り体制の
構築に努め、多くの人が無理
のない形で見守り活動を行う
ことができる取組みを進め
た。一部行政区では、各区の
班長や隣組による広報配布の
機会を利用した見守り活動に
ついて、区長や民生委員児童
委員と協議をすすめた。
〇また、平常時の見守り活動
を災害発生時の安否確認や避
難行動支援につなげていくた
めに、見守り支援台帳登録者
の情報を行政区と共有できる
よう、庁内関係課、社会福祉
協議会、関係機関と協議を進
め、行政区との情報共有につ
いて民生委員児童委員協議会
から同意を得た。

〇ふれあいネットワーク活動
の事務局である社会福祉協議
会への人的支援を拡充し、体
制強化を行った。
〇地域福祉計画策定事業の一
環として、地域の課題に対応
するための取組をテーマとし
て、市民ワークショップ、市
民団体ワークショップを開催
した。

〇ボランティア活動の充実に
ついては、福祉活動の担い手
育成の視点で、社会福祉協議
会ボランティア情報センター
と連携を図りながら推進して
いく。
〇民生委員の一斉改選年度で
あることに合せ、自治会での
民生委員候補者選出の支援な
ど担い手確保の取組について
実施する。
〇半数以上が市民公募委員で
構成するプロジェクトチーム
「小郡まちづくりーつながる
プランおごおりー」での議論
を中心とした市民参画の手法
により、地域福祉計画を策定
する。

○R1.12.1民生委員一
斉改選では、候補者選
出の支援として次の取
組を実施。
・退職予定市職員等へ
のＰＲ
・公共施設等へのＰＲ
リーフレット設置
・区長と民生委員で構
成する「民生委員児童
委員　担い手確保のた
めの検討会」実施。
担い手の確保が困難な
中、定数100人のう
ち、91人が就任。
※12.1時点の欠員は9
人だが、R2.5.1で就任
95人（欠員5人）。

○市民参画による地域
福祉計画の策定
・市と社協の職員19名
と公募市民25名で構成
する「計画策定プロ
ジェクト会議」による
ワークショップを４回
開催。

福祉課

42 4 38 周辺自治体との連携
久留米広域連携中枢都市
圏推進協議会

　新たな広域連携の制度
でもある連携中枢都市圏
を活用し、久留米市を連
携中枢都市とする４市２
町の圏域で、将来的に人
口を維持し、県南地域に
おける経済・文化の中心
地域として、自主自立的
に発展可能な圏域づくり
を進めます。

・圏域の経済成長のけん引に関
する施策
・高次の都市機能の集積・強化
に関する施策
・生活関連機能サービスの向上
に関する施策

〇経済成長のけん引、高次の
都市機能の集積・強化及び生
活関連機能サービスの向上に
関する施策に係る事業ＷＧに
関係課職員が参加。事業の実
施及び検討を行う。
〇連携中枢都市圏で東京に設
置するアンテナショップで
は、地域再生計画に基づき、
地方創生推進交付金を活用し
て運用。
〇平成29年7月 アンテナ
ショップ「福岡 久留米館」
オープン（市単独ＰＲイベン
ト：平成30年2月開催）

〇経済成長のけん引、高次の
都市機能の集積・強化及び生
活関連機能サービスの向上に
関する施策に係る事業ＷＧに
関係課職員が参加。事業の実
施及び検討を行う。
〇アンテナショップ「福岡
久留米館」を活用した市ふる
さと納税ＰＲ事業の実施。

〇経済成長のけん引、高次の
都市機能の集積・強化及び生
活関連機能サービスの向上に
関する施策に係る事業ＷＧに
関係課職員が参加。事業の実
施及び検討を行う。

〇経済成長のけん引、
高次の都市機能の集
積・強化及び生活関連
機能サービスの向上に
関する施策に係る事業
ＷＧに関係課職員が参
加。事業の実施及び検
討を行った。

経営戦略課

43 4 38 周辺自治体との連携
久留米広域市町村圏事務
組合

　４市２町からなる圏域
で、福岡県南部の浮揚・
発展の核としての機能を
果たすため、本圏域の一
体的な発展を推進する取
組みを進めます。

・小児救急センターの運営支援
事業（再掲）
・婚活イベント事業

〇久留米広域圏が実施するふ
るさと振興事業を検討するＷ
Ｇに企画課職員が参加。
〇久留米広域圏で婚活イベン
トを３回実施。婚活イベント
を検討するＷＧに子育て支援
課職員が参加。
〇久留米広域圏で実施する事
業について、連携中枢都市圏
と整理することを検討。

〇久留米広域圏が実施するふ
るさと振興事業を検討するＷ
Ｇに経営戦略課職員が参加。
〇久留米広域圏で婚活イベン
トを実施。婚活イベントを検
討するＷＧに子育て支援課職
員が参加。
〇久留米広域圏で実施する事
業について、連携中枢都市圏
と整理することを検討。

〇久留米広域圏が実施するふ
るさと振興事業を検討するＷ
Ｇに経営戦略課職員が参加。
〇久留米広域圏で婚活イベン
トを実施。婚活イベントを検
討するＷＧに子育て支援課職
員が参加。
〇久留米広域圏で実施する事
業について、連携中枢都市圏
と整理することを検討。

〇久留米広域圏が実施
するふるさと振興事業
を検討するＷＧに経営
戦略課職員が参加。
〇久留米広域圏で婚活
イベントを実施。婚活
イベントを検討するＷ
Ｇに子育て支援課職員
が参加。
〇久留米広域圏で実施
する事業について、連
携中枢都市圏と整理す
ることを検討。

経営戦略課

14



第1期総合戦略施策進捗状況調査票 【参考資料】

基本
目標

総合戦略
頁

総合戦略 具体的な施策
大項目

総合戦略 具体的な施策
「施策名」

施策の概要 主な取組み H29実績 H30実績 R1予定 R1実績
R1予定の事柄が実施

できなかった場合はその理由 担当課

44 4 39 周辺自治体との連携 筑後田園都市推進評議会

　福岡県と筑後地域12市
町が協働して筑後地域の
振興に寄与するため、
リーディング・プロジェ
クトを実施します。
　東京・大阪都市圏や福
岡市でのＰＲ・イベント
の実施など、観光や定
住、スポーツ分野で連携
し、人を呼び込む取り組
みを進めます。

・ちくご認知症高齢者等ＳＯＳ
ネットワーク広域連携事業
・ちくご定住促進プロジェクト
・筑後の観光魅力発信プロジェ
クト
・ＩＴを活用した筑後田園都市
圏構想の推進
・ちくご子どもキャンパス
・スポーツを活用した地域振興
プロジェクト

〇（ＳＯＳ）ＳＯＳネット
ワークの広域化拡大のための
支援（隣接する朝倉地域との
連携体制構築）（県実施の情
報共有会議に包括されたため
H29で終了）
〇（定住）インターンシップ
による若者の移住・定住促進
〇（観光）訪日外国人観光客
向けツアー
〇（ＩＴ）アクセス解析ツー
ルを活用したアクセス増の方
策検討
〇（子ども）短期・長期プロ
グラムでの体験事業「子ども
キャンパス」の実施
〇（スポーツ）地元特産品の
ブース出展、日帰りツアーバ
スの運行

〇（定住）インターンシップ
による若者の移住・定住促進
〇（観光）訪日外国人観光客
向けツアー
〇（ＩＴ）アクセス解析ツー
ルを活用したアクセス増の方
策検討（H30で終了）
〇（子ども）短期・長期プロ
グラムでの体験事業「子ども
キャンパス」の実施
〇（スポーツ）地元特産品の
ブース出展、日帰りツアーバ
スの運行

〇（定住）インターンシップ
による若者の移住・定住促進
〇（観光）訪日外国人観光客
向けツアー
〇（子ども）短期・長期プロ
グラムでの体験事業「子ども
キャンパス」の実施
〇（スポーツ）地元特産品の
ブース出展、日帰りツアーバ
スの運行

〇（定住）インターン
シップによる若者の移
住・定住促進
〇（観光）筑後周遊モ
ニターツアー、訪日外
国人観光客向けツアー
〇（子ども）短期・長
期プログラムでの体験
事業「子どもキャンパ
ス」の実施
〇（スポーツ）PRブー
ス出展、日帰りツアー
バスの運行、モバイル
ラリー（スタンプラ
リー）の実施

経営戦略課

45 4 39 周辺自治体との連携
筑後川流域クロスロード
協議会

　九州の交通ネットワー
クの要に位置し、共通の
生活圏域を有する３市１
町（久留米市・鳥栖市・
小郡市・基山町）が、経
済、行政、文化、スポー
ツなど、広範な連携と交
流を通じ、県境を越えた
取組みを進めます。

・図書館の広域利用の実施
・クロスロードスポーツ・レク
リエーション祭りの開催（再
掲）
・広報紙の有効活用
・サガン鳥栖応援宣言に基づく
取組み

〇広報紙の有効活用：広報紙
の「クロスロードかわら版」
コーナーに、地域のイベント
情報等を掲載
〇図書館の広域利用の実施
〇クロスロードＪＣカップ
〇クロスロードスポーツ・レ
クレーション祭
〇クロスロード職員合同応援
デー
〇地域ビジョンの具体化に向
けた取組み（3取組検討グルー
プ）

〇広報紙の有効活用：広報紙
の「クロスロードかわら版」
コーナーに、地域のイベント
情報等を掲載
〇図書館の広域利用の実施
〇クロスロードＪＣカップ
〇クロスロードスポーツ・レ
クレーション祭
〇クロスロード職員合同応援
デー
〇地域ビジョンの具体化に向
けた取組み（3取組検討グルー
プ）
〇婚活バスツアー（自治体周
遊含む）

〇広報紙の有効活用：広報紙
の「クロスロードかわら版」
コーナーに、地域のイベント
情報等を掲載
〇図書館の広域利用の実施
〇クロスロードＪＣカップ
〇クロスロードスポーツ・レ
クレーション祭
〇クロスロード職員合同応援
デー
〇地域ビジョンの具体化に向
けた取組み（3取組検討グルー
プ）
〇婚活バスツアー（自治体周
遊含む）

〇広報紙の有効活用：
広報紙の「クロスロー
ドかわら版」コーナー
に、地域のイベント情
報等を掲載
〇図書館の広域利用の
実施
〇クロスロードＪＣ
カップ
〇クロスロードスポー
ツ・レクレーション祭
〇クロスロード職員合
同応援デー
〇地域ビジョンの具体
化に向けた取組み（3
取組検討グループ）

経営戦略課

46 4 39 周辺自治体との連携
グランドクロス広域連携
協議会

　筑後川流域クロスロー
ド協議会に福岡市が加わ
り、地域の一体性を強化
し、社会経済分野での情
報共有化と具体的な協働
活動を推進するために、
県境、地域を超え連携・
協力し、地域の発展・活
性化と市民生活の充実を
図る取組みを進めます。

・企業誘致部会での域外企業の
誘致等
・観光部会での共同観光ＰＲの
実施

〇企業誘致部会：企業誘致に
関する施策検討及び情報交換
〇観光部会：「錦江湾潮風
フェスタ」へのブース出展、
ＰＲグッズの検討・作成
〇医療資源活用部会：発展的
解散に向けた意見交換

〇医療資源活用部会：各市町
の医療資源環境の相違等によ
り、連携事業の構築は難しい
と判断し発展的解散を行っ
た。

〇企業誘致部会：企業誘致に
関する施策検討及び情報交換
〇観光部会：ブース出展、Ｐ
Ｒグッズの検討・作成

〇企業誘致部会：企業
誘致に関する施策検討
及び情報交換
〇観光部会：ブース出
展、ＰＲグッズの検
討・作成

経営戦略課
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